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決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 16 日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 18 年 9月 30 日） 
(1) 連結経営成績                               （百万円未満切捨て） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

3,508 
4,675 

(△25.0)
(△26.8)

△777
△617

(  －  )
(  －  )

△785 
△636 

(  －  )
(  －  )

18 年 3 月期 13,683 △5 △73 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 百万円    ％  円   銭 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

△524 
△456 

(  －  )
(  －  )

△61
△50

34 
45 

－ 
－ 

18 年 3 月期 △266 △30 32 － 
(注)①持分法投資損益      18 年 9 月中間期 － 百万円 17 年 9 月中間期  － 百万円  18 年 3 月期  － 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 18 年 9 月中間期 8,544,770 株 17 年 9 月中間期 9,045,867 株 18 年 3 月期 8,799,135 株 
    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

12,371 
12,043 

 
 

2,499
3,191

20.2
26.5

 
 

292 
352 

56 
80 

18 年 3 月期 13,424  3,054 22.7  357 42 
(注)期末発行済株式数（連結）18 年 9 月中間期 8,544,770 株 17 年 9 月中間期 9,045,570 株 18 年 3 月期 8,544,770 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

△810 
△216 

 
 

△219
68

879
△143

 
 

1,293
1,572

18 年 3 月期 314  △299 △435  1,443
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  1 社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 － 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) － 社 (除外) － 社   持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 14,300 290 190
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   22 円 24 銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 



企業集団の状況 
 

 当社の企業集団は、当社（株式会社高見沢サイバネティックス）、子会社 2 社及びその他の関係

会社 1 社により構成されており、電子制御機器の製造、販売、設置、保守を主たる事業としており

ます。 

 企業集団の事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置付けは、次のとおりであります。 

 

（電子制御機器）   交通システム機器においては、当社が製造、販売しております。また、券売

機等の設置工事・現地試験調整及び保守サービスについては、㈱高見沢サービ

スに委託しております。 

メカトロ機器においては、当社が製造、販売しております。なお、富士電機

リテイルシステムズ㈱には、ホッパー等を販売しており、また製品の一部を当

社に供給しております。 

特機システム機器においては、当社が製造、販売しております。なお、計測

震度計等の製品の一部は㈱高見沢メックスに製造委託しております。また、マ

イクロ無停電電源装置及び入場券発売機は、代理店として㈱高見沢サービスも

販売を行っております。入場券発売機等の設置工事・現地試験調整及び保守サ

ービスについては、㈱高見沢サービスに委託しております。 

 

（そ   の   他）  ㈱高見沢サービスは、保険代理店業務を行っております。 

 

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

【事業系統図】 

 

株式会社高見沢サイバネティックス 

富士電機富士電機リテイルシステ

製品 製品供給 

㈱高見沢サービス ㈱高見沢メックス 

製品 保守サービス
の委託 

※2 

※1 

製造委託 

富士電機リテイルシステムズ㈱ 

 
 

 
（注）無印 連結子会社 

※１ 非連結子会社で持分法非適用会社 

※２ その他の関係会社 
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経営方針 
 

１． 会社の経営の基本方針 

当連結グループは創立以来、当社が開発した乗車券自動券売機や駅務システム機器を中心とした

交通システム機器をはじめ、省力機器・自動化機器の事業拡大に努め、業界におけるパイオニア的

役割を果たしてまいりました。ＩＴをはじめ急速に進化する技術により暮らしや社会が大きく変化

する今日、省力化・自動化産業を担う当連結グループは、この新しい時代に対応する世の中に必要

不可欠な企業グループとして、永年培ってきた電子技術・システム技術等、専門分野の技術を生か

した新製品・新システムの開発に積極的に挑戦し、社会に貢献することを基本的な経営方針として

おります。 

 
 

２． 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は創立以来、株主の皆様に対し利益の還元を経営の最重要政策の一つと認識しております。

長期的、かつ安定した経営基盤の確立と企業体質の一層の強化を図るため、内部留保の充実に努め

ると同時に配当につきましても長期的な視野にたち、安定した配当の維持、継続を基本方針として

おります。 

内部留保資金につきましては、経営基盤の安定を図るための財務体質の強化に活用すると同時に

今後の事業拡大のための諸政策に積極的に充当していく所存であります。 

 
 

３． 投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

当社は個人投資家層の拡大を図り、株式市場における当社株式の流動性を高めることは経営上の

重要課題であると認識しております。 

投資単位の引き下げにつきましては、今後の株式市場の状況及び当社株式の動向等を総合的に勘

案し、慎重に検討してまいります。 

 

 

４． 中長期的な会社の経営戦略 

当連結グループは、電子制御機器の製造、販売、設置、保守を事業としております。そして主力

製品は、交通システム機器・メカトロ機器・特機システム機器の 3分野を事業領域としており、こ

れらの製品に共通したチケット（Ｔｉｃｋｅｔ）、紙幣（Ｂｉｌｌ）、コイン（Ｃｏｉｎ）、カード（Ｃ

ａｒｄ）関連製品を中心に多様化、高度化した顧客ニーズに対応出来る製品を研究開発、生産、販

売、保守サービスすることにより『世の中に必要不可欠な会社を創造する』ことを経営理念として

おります。そして、その行動目標は進化した専門技術を社会に提供することであり、また、その特

化した技術力を駆使することにより、利用者にとってより快適な製品、より質の高いサービスを提

供することであります。 

これらの方針に基づき、現在実施している具体的な取り組みは以下の通りであります。 

① Ｔ・Ｂ・Ｃ・Ｃを特化させたユニットテクノロジーによる市場拡大 

② 技術・研究開発部門の連携強化による、開発期間の短縮及び高付加価値製品の開発 

③ 原価構造の見直し及び再構築による原価低減 

④ 営業基盤の拡大、収益力の向上、財務体質の強化による企業体力の増強 
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５． 会社の対処すべき課題 

今後のわが国経済は、海外経済の拡大が続くことにより輸出が増加する傾向にあり、雇用の確実

な増加等からも企業部門の好調さが家計部門へ波及するとみられ、国内外の需要に支えられた息の

長い拡大が続くと予測されます。 

このような状況の中で、当連結グループとしましては、ますます多様化・高度化する市場ニーズ

に即応すべく、独自のコア技術を駆使し、チケット（Ｔ）、紙幣（Ｂ）、コイン（Ｃ）、カード（Ｃ）

関連領域の専門メーカーとして、また総合システムメーカーとして、高性能・高品質・低コスト製

品の開発に全力を傾注するとともに、新たな市場・販売ルートの開拓を積極的に進めてまいります。

また、ものづくりの面においても、より効率的な生産体系を追求し、お客様への要求に即時対応で

きる体制を整えるべく努力を重ねてまいります。 

更に業務全般の合理化、効率化を推進し、経営の健全性の維持、経営全般の効率性の向上を図り、

企業体力の増強、業績の向上に鋭意邁進する所存でございます。 

 

 

６． 親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

７． 内部管理体制の整備・運用状況 

当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関

する基本的な考え方及びその整備状況」に記載しております。 

 

 

８． その他、会社の経営上の重要な事項 
   該当事項はありません。 
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経営成績及び財政状態 
 

１．経営成績及び財政状態 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出が増加し国内需要においても企業部門の好調が

続いていることで緩やかに拡大しています。また、家計部門は、雇用情勢の改善がみられ、個人消

費はわずかながら増加基調にあります。 

    このような経済環境のもとで、当連結グループは、当社の主力製品である自動券売機を中心とし

た交通システム機器、金融機器・汎用機器向ユニットを中心としたメカトロ機器、ＩＣカード関連

機器及びセキュリティゲートシステム並びに駐輪場管理システムを中心とした特機システム機器

の専門企業として、鋭意営業活動の展開に注力してまいりました。また、技術部門においては、多

様化する市場ニーズに迅速に対応すべく開発ツールの積極的導入を行い、設計品質の向上を図ると

共に開発期間の短縮を進め、将来に向けての基礎研究に取り組んでまいりました。生産部門におい

ては、ものづくりに主眼をおき、生産方式の改革を柱とし、原価低減の徹底、生産品質の向上、生

産効率の追求等生産システムの構築に取り組んでまいりました。 

このように諸施策を積極的に推進してまいりましたが、当社の主力である交通システム機器部門

において一部主要取引先による駅務自動化システム機器類設置の下期繰り延べ、またメカトロ機器

部門においては、装置メーカーの納期延伸により各種ユニットの納入が下期へずれ込んだことによ

り、当中間連結会計期間の売上高は 35 億 8 百万円（前年同期比 25.0％減）となりました。また損

益面に関しましても、損益改善策を講じて努力してまいりましたが、誠に遺憾ながら当中間連結会

計期間の経常損失は 7 億 8 千 5 百万円（前年同期は損失 6 億 3 千 6 百万円）、中間純損失は 5 億 2

千 4百万円（前年同期は損失 4億 5千 6百万円）となりました。 

当中間連結会計期間における中間連結キャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシ

ュ・フローは△8億 1千万円、生産設備などの増設に伴う投資活動によるキャッシュ・フローは△

2億 1千 9百万円、財務活動によるキャッシュ・フローは 8億 7千 9百万円となり、その結果、当

中間連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、12 億 9千 3百万円となりました。 

今後の見通しにつきましては、海外経済の拡大が続くことを背景に輸出が増加傾向にあるととも

に企業部門の好調さが家計部門へ波及し、国内外の需要に支えられた息の長い拡大が続くと予測さ

れます。 

当連結グループとしましては、このような状況のなかで、安定した受注・売上確保に向けた営業

活動の強化、上期・下期における受注の効率化、専門分野の基礎研究開発力向上、高付加価値製品

の開発、生産効率の向上、原価・経費の徹底的な削減等を推進し、業績の向上と将来への発展基盤

の確立を目指し努力してまいります。 

なお、平成 19 年 3 月期の通期連結業績の見通しにつきましては、売上高 143 億円、経常利益 2

億 9千万円、当期純利益 1億 9千万円を見込んでおります。 
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２．事業等のリスク 

    当連結グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項を以下に記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、

投資判断あるいは当連結グループの事業活動を理解するうえで、重要と考えられる事項については

投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 
    当連結グループは、これらのリスクが発生する可能性は認識したうえで発生の回避及び発生した

場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断は本項及び本書中の本項目以外

の記載も併せて慎重に検討したうえで行われる必要があります。また、以下の記載は当社株式への

投資に関連するリスクを全て網羅するものではありません。 
 

（1）経営成績の連結会計年度における変動のリスク 

当連結グループの主要取引先業界における製品の納入・設置時期は、下半期の特に連結会計年

度末に集中する傾向にあります。従いまして納入時期の遅れ等により売上がそのまま翌連結会計

年度にずれ込み、当連結会計年度の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（2）新製品開発・技術革新におけるリスク 

当連結グループでは「世の中に必要不可欠な会社を創造する」ことを社是に掲げ、常に市場の

ニーズに合った製品を提供するべく製品開発及び技術革新に取り組んでおります。ただし、開発

期間の長期化、代替技術・商品の出現等の要因により、最適な時期に、最適な製品を市場に供給

できない可能性があります。この場合、業績及び成長見通しに影響が及ぶことが考えられます。 

 

（3）価格競争に関するリスク 

当連結グループが製品を展開している分野において、顧客からの納入価格引下げの要求は依然

として強まる傾向にあり、価格競争が激しくなっております。価格下落が想定を大きく上回り、

かつ、長期にわたった場合、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 

（4）製品の品質に関するリスク 

製品の品質維持・管理には当連結グループを挙げて取り組んでおりますが、予期しない事情に

より製品に不具合が生じる可能性があります。この場合、高額な改修費用等の発生、市場での信

用の失墜等により、業績に影響を及ぼすことが考えられます。 

 

（5）知的財産におけるリスク 

当連結グループが取得している知的財産権を第三者が無断使用して類似品を製造することで、

損害を受けることがあります。また、当連結グループの製品が第三者の知的財産権を侵害すると

の主張を受ける可能性もあります。これらの場合、当連結グループの主張が認められないときは、

今後の事業展開及び業績に影響を及ぼすことが考えられます。 

 

（6）ＯＥＭビジネスにおけるリスク 

当連結グループでは、装置メーカー等の顧客にユニットを供給するＯＥＭビジネスを展開して

おります。しかし、顧客への供給は、顧客の業績や経営方針の転換等、当連結グループが介入不

可能な要因に大きく影響を受けることがあり、業績の悪化や在庫過多につながる可能性がありま

す。 

 

（7）人材に関するリスク 

当連結グループでは、Ｔ（チケット）、Ｂ（紙幣）、Ｃ（コイン）、Ｃ（カード）処理装置に関す

る高度な専門技術に精通した人材の確保・育成が不可欠であります。しかし、優秀な人材の確保・

育成が計画通りに進まない場合、将来的には業績及び成長の見通しに影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

（8）資材の調達におけるリスク 

当連結グループの製品は資材調達が基本となっておりますが、資材業者の事故等により調達が

不安定になる可能性があります。この場合、特定の業者以外から適時に代替品を入手することは

難しく、製品供給が滞り、業績に影響を及ぼすことが考えられます。 
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（9）自然災害等によるリスク 

当連結グループは日本全国に事業所を設置しておりますが、これらの地域において大規模災害

が発生した場合、物流機能の麻痺等により顧客への製品供給が滞り、業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

（10）重要な訴訟によるリスク 

当連結グループを相手とした訴訟が発生し、当連結グループ側の主張・予測と異なる結果にな

った場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（11）退職給付債務のリスク 

当連結グループの従業員退職給付費用及び債務を算出する際に設定している前提条件等が、実

際の経済状況、その他の要因によって変動した場合、当連結グループの業績及び財政状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

（12）資金調達におけるリスク 

借入による資金調達は、金利等の市場環境・資金需給の影響を強く受けるため、これらの環境

の変化により、当連結グループの財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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中間連結財務諸表等 

（１）中間連結貸借対照表 
                                                                                     （単位：千円） 

当中間連結会計期間末
（平成18年9月30日現在）

前中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日現在） 

前連結会計年度の要約

連結貸借対照表 
（平成18年3月31日現在）

期   別 

 

科   目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

  ％ ％  ％

（資産の部）    

    

流動資産    

現金及び預金  1,330,496 1,629,096  1,480,741 

受取手形及び売掛金  2,569,643 2,494,934  5,051,005 

たな卸資産  3,432,173 3,380,525  2,157,810 

繰延税金資産  716,926 536,133  439,589 

その他  121,046 122,652  88,068 

流動資産合計   8,170,285 66.0 8,163,342 67.8 9,217,215 68.7

    

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物  711,951 752,840  731,571 

工具器具備品  637,405 458,661  637,815 

土地  804,317 804,317  804,317 

建設仮勘定  2,426 －  18,200 

その他  8,193 9,628  8,751 

有形固定資産合計  2,164,294 17.5 2,025,447 16.8 2,200,656 16.4

    

無形固定資産  156,196 1.3 47,834 0.4 89,672 0.7

    

投資その他の資産    

投資有価証券  545,498 474,178  594,997 

繰延税金資産  954,174 951,256  943,647 

その他  393,523 394,492  390,827 

貸倒引当金  △11,980 △12,815  △12,430 

投資その他の資産合計  1,881,216 15.2 1,807,112 15.0 1,917,041 14.2

固定資産合計  4,201,708 34.0 3,880,394 32.2 4,207,370 31.3

資産合計  12,371,994 100.0 12,043,737 100.0 13,424,586 100.0
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                                                                             （単位：千円） 

当中間連結会計期間末
（平成18年9月30日現在）

前中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日現在） 

前連結会計年度の要約

連結貸借対照表 
（平成18年3月31日現在）

期   別 

 

科   目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

  ％ ％  ％

（負債の部）    

    

流動負債    

支払手形及び買掛金  2,424,888 2,348,424  3,500,664 

短期借入金  3,887,000 3,082,000  3,158,000 

未払法人税等  10,870 18,129  67,618 

賞与引当金  298,093 354,933  308,509 

その他  303,375 321,536  555,226 

流動負債合計  6,924,226 56.0 6,125,024 50.9 7,590,017 56.6

    

固定負債    

長期借入金  200,000 50,000  50,000 

退職給付引当金  2,514,682 2,514,436  2,512,876 

役員退職慰労引当金 

その他 
 

98,306

134,944

106,904

56,060

 

 

119,907 

97,741 

固定負債合計  2,947,932 23.8 2,727,400 22.6 2,780,526 20.7

負債合計  9,872,158 79.8 8,852,424 73.5 10,370,543 77.3

    

（資本の部）    

    

資本金  － － 700,700 5.8 700,700 5.2

資本剰余金  － － 1,083,430 9.0 1,083,430 8.1

利益剰余金  － － 1,312,774 10.9 1,502,360 11.2

その他有価証券評価差額金  － － 97,899 0.8 139,054 1.0

自己株式  － － △3,490 △0.0 △371,502 △2.8

資本合計  － － 3,191,312 26.5 3,054,042 22.7

負債・資本合計 － － 12,043,737 100.0 13,424,586 100.0

    

（純資産の部）    

    

株主資本    

資本金  700,700 5.7 － － － －

資本剰余金  1,083,430 8.7 － － － －

利益剰余金  978,257 7.9 － － － －

自己株式  △371,502 △3.0 － － － －

株主資本合計  2,390,884 19.3 － － － －

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金  108,950 0.9 － － － －

評価・換算差額等合計  108,950 0.9 － － － －

純資産合計  2,499,835 20.2 － － － －

負債・純資産合計  12,371,994 100.0 － － － －

    



 
（２）中間連結損益計算書 
                                                                                   （単位：千円） 

 

当中間連結会計期間 
自 平成 18 年 4月 1 日

至 平成 18 年 9月 30 日

 

前中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4月 1 日

至 平成 17 年 9月 30 日 

前連結会計年度の要約

連結損益計算書 
 自 平成 17 年 4月 1 日

 至 平成 18 年 3月 31 日

期   別 

 

科   目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

 ％ ％  ％

売上高 3,508,992 100.0 4,675,977 100.0 13,683,967 100.0

売上原価 3,017,563 86.0 3,926,560 84.0 10,822,673 79.1

売上総利益 491,428 14.0 749,417 16.0 2,861,294 20.9

販売費及び一般管理費 1,269,419 36.2 1,366,792 29.2 2,866,834 20.9

営業損失 777,991 △22.2 617,375 △13.2 5,539 △0.0

営業外収益   

受取利息 54 86  111 

受取配当金 5,301 5,122  6,342 

受取補償金 6,218 －  1,898 

不動産賃貸収入 4,191 －  6,985 

その他 5,233 5,713  6,573 

営業外収益合計 20,999 0.6 10,921 0.2 21,912 0.2

営業外費用   

支払利息 24,100 23,893  49,683 

支払手数料 1,880 1,253  29,797 

その他 2,969 4,911  10,671 

営業外費用合計 28,949 0.8 30,058 0.6 90,152 0.7

経常損失 785,941 △22.4 636,512 △13.6 73,780 △0.5

特別利益   

貸倒引当金戻入益 450 230  615 

特別利益合計 450 0.0 230 0.0 615 0.0

特別損失   

固定資産除却損 － 217  4,694 

前期損益修正損 － 14,733  14,733 

下請代金補償費 － 31,006  31,006 

棚卸資産評価損 － －  244,092 

特別損失合計 － － 45,956 1.0 294,526 2.2

税金等調整前中間（当期）

純損失 
785,491  △22.4 682,238  △14.6 367,691  △2.7

法人税、住民税及び事業税 5,800 0.1 6,000 0.1 55,800 0.4

法人税等還付額 － － 30,299 0.6 31,017 0.2

法人税等調整額 △267,188 △7.6 △201,538 △4.3 △125,660 △1.0

中間（当期）純損失 524,103 △14.9 456,400 △9.8  266,814 △1.9
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（３）中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書 

中間連結剰余金計算書 
                                                               （単位：千円） 

 

前中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4月 1 日

至 平成 17 年 9月 30 日

前連結会計年度の連結 

剰余金計算書 
 自 平成 17 年 4月 1 日 

 至 平成 18 年 3月 31 日 

期   別 

 

科   目 
金      額 金      額 

 

（資本剰余金の部） 

  

資本剰余金期首残高 1,083,430 1,083,430 

資本剰余金中間期末(期末)残高 1,083,430 1,083,430 

 

（利益剰余金の部） 

  

利益剰余金期首残高 1,830,451 1,830,451 

利益剰余金増加高   

前期利益処分役員賞与戻入額 17,300 17,300 

利益剰余金増加高合計 17,300 17,300 

利益剰余金減少高   

配当金 54,277 54,277 

役員賞与 24,300 24,300 

中間（当期）純損失 456,400 266,814 

利益剰余金減少高合計 534,977 345,391 

利益剰余金中間期末(期末)残高 1,312,774 1,502,360 
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中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日） 
                                                                          （単位：千円） 

株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年 3月 31日 残高 700,700 1,083,430 1,502,360 △371,502 2,914,988

中間連結会計期間中の変

動額 
 

中間純損失 △524,103  △524,103

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額（純額） 

 

中間連結会計期間中の変

動額合計 
－ － △524,103 － △524,103

平成 18年 9月 30日 残高 700,700 1,083,430 978,257 △371,502 2,390,884

 
評価・換算差額等 

 
その他有 

価証券評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年 3月 31日 残高 139,054 139,054 3,054,042

中間連結会計期間中の変

動額 

中間純損失 △524,103

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額（純額） 

△30,103 △30,103 △30,103

中間連結会計期間中の変

動額合計 
△30,103 △30,103 △554,207

平成 18年 9月 30日 残高 108,950 108,950 2,499,835

 



（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                                                                             （単位：千円） 

 

当中間連結会計期間 
自 平成 18 年 4月 1 日

至 平成 18 年 9月 30 日

 

前中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 17 年 9月 30 日 

前連結会計年度の要約

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書
 自 平成 17 年 4月 1 日

 至 平成 18 年 3月 31 日

期   別 

 

科   目 

金    額 金     額 金     額 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 

税金等調整前中間（当期）純損失 

減価償却費 

退職給付引当金の増加額 

役員退職慰労引当金の増加額（△

減少額） 

賞与引当金の増加額（△減少額） 

貸倒引当金の減少額 

受取利息及び受取配当金 

支払利息 

有形固定資産除却損 

売上債権の減少額 

たな卸資産の減少額（△増加額） 

仕入債務の増加額（△減少額） 

役員賞与の支払額 

その他 

 

 

△785,491 

153,672 

1,805 

△21,601 

 

△10,416 

△450 

△5,355 

24,100 

－ 

2,481,362 

△1,274,363 

△1,052,590 

－ 

△250,460 

  

 

△682,238 

116,659 

5,398 

    △3,189 

 

9,808 

△230 

△5,208 

23,893 

217 

2,829,697 

△1,208,135 

△978,305 

△7,000 

△103,979 

 

 

△367,691 

277,342 

3,839 

9,813 

 

△36,616 

△615 

△6,454 

49,683 

4,694 

273,626 

14,579 

156,510 

△7,000 

173,416 

小計 △739,787 △2,613 545,129 

利息及び配当金の受取額 

利息の支払額 

法人税等の支払額 

5,355 

△26,645 

△48,926 

5,262 

△22,900 

△196,194 

6,514 

△49,356 

△187,546 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
△810,004 △216,446 314,741 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 

定期預金の払戻による収入 
投資有価証券の取得による支出 
有形固定資産の取得による支出 

無形固定資産の取得による支出 

その他 

 

 

－ 

△1,281 

△156,363 

△58,900 

△2,695 

 

 

200,000 

△1,278 

△116,007 

△1,740 

△12,836 

 

 

220,000 

△52,666 

△407,750 

△49,992 

△8,914 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
△219,241 68,137 △299,323 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 

短期借入金の純増減（△）額 

長期借入れによる収入 

長期借入金の返済による支出 

自己株式の取得による支出 
配当金の支払額 

 

 

1,079,000 

300,000 

△500,000 

－ 

－ 

 

 

△18,000 

－ 

△70,000 

△732 

△54,277 

 

 

58,000 

－ 

△70,000 

△368,813 

△54,277 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
879,000 △143,009 △435,090 

現金及び現金同等物の減少額 △150,245 △291,317 △419,672 

現金及び現金同等物の期首残高 1,443,741 1,863,414 1,863,414 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
1,293,496 1,572,096 1,443,741 
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(５ ) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数  1 社 

連結子会社名 
㈱高見沢サービス 

 
(2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 
㈱高見沢メックス 

（連結の範囲から除いた理由） 
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等は、

いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので連結の範囲から除外し
ております。 

 
２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社㈱高見沢メックスは、中間純損益及び利益剰余金等
からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。 
 

４．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券……時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

② たな卸資産 
商品・製品…………個別原価法及び総平均法による原価法 
半製品・原材料……総平均法による原価法 
仕掛品………………個別原価法 
貯蔵品………………最終仕入原価法 

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産…………定率法を採用しております。 
ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
  建物及び構築物   3～50 年 
  工具器具備品     2～20 年 

② 無形固定資産…………定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

 
(3) 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当中間連結会計期間の負担額を計上しております。 
③  退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末
において発生していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。 
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④  役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要
支給額を計上しております。 

 
(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
(5) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理……税抜方式によっております。 
 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっ
ております。 

 
 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第 5号 平成 17 年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準適用指針第 8号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 2,499,835 千円であり、純資産の部の金額と同額であ

ります。 
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表

の純資産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
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注記事項 
 

（中間連結貸借対照表関係）  

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,305,332 千円

 

２．中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当中間連結会計期間の末日が金

融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当中間

連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形 15,508 千円

支払手形 52,689 千円

 

３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 7 行と貸出コミットメント

契約を締結しております。この契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 1,500,000 千円 

借入実行残高 810,000 千円 

差引額 690,000 千円 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次のとおりであります。 
給料 483,578 千円

試験研究費 131,699 千円

賞与引当金繰入額 109,406 千円

退職給付引当金繰入額 46,481 千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,799 千円

 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
（単位：株） 

 前連結会計年度

末株式数 
当中間連結会計

期間増加株式数 
当中間連結会計

期間減少株式数 
当中間連結会計

期間末株式数 
発行済株式  

普通株式 9,050,000 － － 9,050,000 

合計 9,050,000 － － 9,050,000 

自己株式     

普通株式 505,230 － － 505,230 

合計 505,230 － － 505,230 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 
（平成 18年 9月 30 日現在） 

現金及び預金勘定 1,330,496 千円

預入期間が 3ヶ月を超える定期預金 △37,000 千円

現金及び現金同等物 1,293,496 千円
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①セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 
 

当中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日）、前中間連結会計期間

（自平成 17 年 4 月 1日 至平成 17 年 9 月 30 日）及び前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1

日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結グループは、電子制御機器の製造・販売・工事・保守等を主たる事業としており

ますが、当該事業の売上高及び営業損益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業

損益の合計額に占める割合がいずれも 90％超であるため、記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 
 

当中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日）、前中間連結会計期間

（自平成 17 年 4 月 1日 至平成 17 年 9 月 30 日）及び前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1

日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項

はありません。 

 

３．海外売上高 
 

当中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日）、前中間連結会計期間

（自平成 17 年 4 月 1日 至平成 17 年 9 月 30 日）及び前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1

日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

海外売上高は、連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略しております。 

 

 

②リース取引 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。
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③有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
                                 （単位：千円） 

当中間連結会計期間末 
（平成 18 年 9 月 30 日現在） 

前中間連結会計期間末 
（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

種類 
取得原価 

中間連結

貸借対照

表計上額 

差額 取得原価
中間連結

貸借対照

表計上額

差額 取得原価 
連結貸借

対照表計

上額 

差額 

(1) 株式 253,030 436,808 183,778 200,360 365,488 165,127 251,748 486,307 234,558

(2) 債券 － － － － － － － － －

(3) その他 － － － － － － － － －

合 計 253,030 436,808 183,778 200,360 365,488 165,127 251,748 486,307 234,558

 
 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 
                        （単位：千円） 

当中間連結会計期間末 
（平成 18 年 9月 30 日現在）

前中間連結会計期間末 
（平成 17 年 9月 30 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 18 年 3月 31 日現在）種類 

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 
(2) その他有価証券 

非上場株式 

10,000 

 

98,690 

10,000 

 

98,690 

10,000 

 

98,690 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行ったものはありません。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて 30％以上下落した場合には「著

しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断してお

ります。 

 

 

④デリバティブ取引 
当中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日）、前中間連結会計期間（自
平成 17 年 4月 1日 至平成 17 年 9月 30 日）及び前連結会計年度（自平成 17 年 4 月 1日 至
平成 18 年 3月 31 日） 
 
当連結グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

 



 

生産、受注及び販売の状況 

 

１．生産実績 
当連結グループの生産・販売品目は、広範囲かつ多種多様であり、同種の製品についても

構造、形式は一様でなく、かつ仕様も多岐にわたるため事業の種類別セグメントごとに生産

規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 

 
２．受注の状況 

当連結グループの生産・販売品目は、広範囲かつ多種多様であり、同種の製品についても

構造、形式は一様でなく、かつ仕様も多岐にわたるため事業の種類別セグメントごとに受注

状況を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 

 

３．販売実績 
当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントで示すと次のとおりでありま

す。 

（単位：千円） 

 
事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 9月 30 日 
前年同期比 

電子制御機器 3,508,992     75.0  ％ 

合     計 3,508,992 75.0 

（注）１．当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当

該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
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（単位：千円） 

当中間連結会計期間 

自 平成 18 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 9月 30 日 

前中間連結会計期間 

自 平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 17 年 9月 30 日 
相 手 先      

金 額     割 合    金 額      割 合    

ジェイアール東日本メカトロニクス㈱ － － 1,299,514 27.8％ 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間におけるジェイアール東日本メカトロニクス㈱については、販売

実績の総販売実績に対する割合が 100分の 10未満のため、記載を省略しております。 


